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   第 ７ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

令和２年12月９日(水曜日) 

            午前９時57分開議

午前10時38分休憩

午前10時43分開議

午前11時40分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 令和２年度熊本県一般会計補

正予算(第12号) 

 議案第８号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち 

 議案第９号 熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 議案第10号 熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定について 

 議案第24号 当せん金付証票の発売につい

て 

 議案第25号 指定管理者の指定について 

 議案諮問第１号 退職手当支給制限処分に

対する審査請求に関する諮問について 

請第21号 教育費負担の公私間格差をなく

し、子どもたちにゆきとどいた教育を求

める私学助成請願 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

  ①空港アクセス検討委員会について 

  ②熊本県地域公共交通計画 骨子 

  ③熊本県情報化施策推進方針の改定につ

いて 

  ④令和２年７月豪雨からの復旧・復興プ

ラン 

   ――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 増 永 慎一郎 

        副委員長 松 村 秀 逸 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 山 本 伸 裕 

        委  員 髙 島 和 男 

        委  員 荒 川 知 章 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 白 石 伸 一 

政策審議監 倉 光 麻里子 

       危機管理監 厚 地 昭 仁 

       政策調整監 津 川 知 博 

    秘書グループ課長 上 田 哲 也 

    広報グループ課長 本 田 敦 美 

  くまモングループ課長 浦 田 美 紀 

    危機管理防災課長 柴 田 英 伸 

 総務部 

         部 長 山 本 倫 彦 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 宮 本   正 

 総括審議員兼政策審議監 平 井 宏 英 

      総務私学局長 手 島 伸 介 

        人事課長 城 内 智 昭 

        財政課長 梅 川 日出樹 

    県政情報文書課長 鍬 本 亮 太 

      総務厚生課長 中 川 浩 徳 

      財産経営課長 永 江 昌 二 

      私学振興課長 市 川 弘 人 

       市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 清 田 克 弘 

      消防保安課長 橋 本 誠 也 

        税務課長 久保田 健 二 
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企画振興部 

         部 長 高 橋 太 朗 

理 事  

(球磨川流域復興担当)  

兼球磨川流域復興局長  水 谷 孝 司 

政策審議監         

兼地域・文化振興局長 野 尾 晴一朗 

   交通政策・情報局長 内 田 清 之 

土木技術審議監 亀 崎 直 隆 

     情報政策審議監 島 田 政 次 

        企画課長 阪 本 清 貴

統計調査課長 中 村 誠 希   

      地域振興課長 

 兼県央広域本部振興部長 池 永 淳 一 

 首席審議員兼文化企画・ 

    世界遺産推進課長 内 藤 美 恵 

        政策監兼 

川辺川ダム総合対策課長 福 原 彰 宏 

      交通政策課長 小 川 剛 史 

      情報政策課長 椎 場 泰 三 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 本 田 充 郎 

        会計課長 村 上   勲 

      管理調達課長 中 川 博 文 

 人事委員会事務局 

         局 長 青 木 政 俊 

       公務員課長 工 藤 真 裕 

 監査委員事務局 

         局 長 冨 永 章 子 

         監査監 林 田 孝 二 

         監査監 松 岡 貴 浩 

         監査監 守 屋 芳 裕 

 議会事務局 

         局 長 吉 永 明 彦 

     次長兼総務課長 横 尾 徹 也 

        議事課長 村 田 竜 二 

      政務調査課長 東   敬 二 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 若 杉 美 穂 

     政務調査課主幹 植 田 晃 史 

――――――――――――――― 

  午前９時57分開議 

〇増永慎一郎委員長 ただいまから第７回総

務常任委員会を開会いたします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申出がありま

したので、これを認めることといたしまし

た。 

 まず、今回付託された請第21号について、

提出者から趣旨説明の申出があっております

ので、これを許可したいと思います。 

 請第21号についての説明者を入室させてく

ださい。 

  （請第21号の説明者入室） 

〇増永慎一郎委員長 説明者の方に申し上げ

ます。 

 各委員には請願書の写しを配付しておりま

すので、説明は簡単にお願いをいたします。 

  （請第21号の説明者の趣旨説明） 

〇増永慎一郎委員長 趣旨はよく分かりまし

た。後でよく審査をいたしますので、本日は

ここでお引取りいただきますよう、よろしく

お願いします。 

  （請第21号の説明者退室） 

〇増永慎一郎委員長 次に、本委員会に付託

された議案第１号、第８号から第10号まで、

第24号及び第25号を議題とし、これについて

審査を行います。 

新型コロナウイルス感染症対策として、３

密を防ぐため、知事公室及び総務部を前半

に、企画振興部、出納局、人事委員会事務

局、監査委員事務局及び議会事務局を後半に

入れ替えて審議を行うこととしました。 

 最初に、知事公室及び総務部の議案につい

て執行部の説明を求めた後、一括して質疑を

受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔にお願いいたしま

す。 

 まず、総務部長から総括説明をお願いいた
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します。 

山本総務部長。 

 

〇山本総務部長 今回提案しております議案

の概要につきまして、御説明申し上げます。 

 資料は、委員会説明資料、横紙でございま

す。 

 おめくりいただきまして、１ページですけ

れども、令和２年度11月補正予算につきまし

ては、豪雨災害への対応、(1)120億強、それ

から台風災害への対応ということで、３億弱

を計上しております。 

 補正後の予算規模は、１兆830億円余とな

ります。 

 また、上段に「10月補正予算の概要」と書

いてございますけれども、豪雨災害への対応

として行っておりました10月補正予算、専決

処分でやらせていただいておりますが、この

報告のほか、条例改正などにつきましても、

併せて御提案を申し上げております。 

 この後、財政課長から予算の総括説明につ

きまして、予算の詳細、条例等議案につきま

しては各課長から、それぞれ御説明申し上げ

ます。よろしくお願いいたします。 

 

〇増永慎一郎委員長 次に、財政課長から、

今回の補正予算の概要等について説明をお願

いいたします。 

 

〇梅川財政課長 財政課でございます。 

 総務常任委員会説明資料の１ページをお願

いいたします。 

 まず、上段の10月補正予算の概要について

御説明いたします。 

 議案第８号は、10月28日に知事専決処分を

行いました、令和２年７月豪雨災害からの復

旧に係る予算としまして、７億9,900万円で

ございます。 

 内容は、球磨川流域復興基金を活用した公

共施設、地域コミュニティー施設の復旧に係

る市町村の支援や住まいの再建などに係る経

費でございます。 

 次に、中段の11月補正予算の概要について

御説明いたします。 

 議案第１号は、令和２年７月豪雨災害や台

風災害への対応、また、新型コロナウイルス

感染症への対応に係る予算としまして、217

億9,200万円を計上しております。 

 内訳としましては、まず、(1)令和２年７

月豪雨災害からの復旧に係る予算が120億

3,700万円でございます。 

 主な内容は、国が直轄代行事業として実施

する災害復旧事業に係る負担金や、災害復旧

に併せて実施する災害関連事業などでござい

ます。 

 次に、(2)台風災害への対応に係る予算が

２億8,400万円で、主な内容は、漁港や県立

学校施設等の災害復旧などに係る経費でござ

います。 

 (3)新型コロナウイルス感染症への対応に

係る予算が77億9,600万円でございます。 

 主な内容は、インフルエンザの流行期に備

えた医療機関の体制整備や、空床補償に要す

る経費などでございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 上の表を御覧ください。 

 10月補正予算と11月補正予算を合算します

と、一般会計で225億9,100万円となりまし

て、補正後の予算規模は１兆830億2,000万円

となります。 

 中段、参考１としまして、豪雨災害への対

応に係る予算額の累計と財源内訳を、下段に

参考２としまして、感染症への対応に係る予

算額の累計と財源内訳をそれぞれ記載してお

ります。 

 おめくりいただきまして、資料の３ページ

と４ページが歳入予算の内訳でございます。 

 また、５ページと６ページが歳出予算の内

訳となっております。 

 以上が今回の予算の概要でございます。よ
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ろしくお願い申し上げます。 

 

〇増永慎一郎委員長 引き続き、担当課長か

ら議案について説明をお願いいたします。 

 

〇上田秘書グループ課長 秘書グループでご

ざいます。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 まず、上段でございますが、一般管理費に

つきまして、39万円余の補正をお願いしてお

ります。 

 説明欄を御覧ください。これは、来年４月

に予定をしております熊本地震犠牲者追悼式

の開催準備のため、１月から任用いたします

会計年度任用職員の報酬等でございます。 

 続きまして、下段をお願いいたします。 

 債務負担行為の追加をお願いしておりま

す。こちらも、来年４月予定しております熊

本地震犠牲者追悼式の開催業務を委託する費

用として、限度額455万円余を設定するもの

でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇本田広報グループ課長 広報グループでご

ざいます。 

 説明資料の９ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 上段の広報関係業務につきまして、6,746

万円余を限度額として債務負担行為の設定を

お願いしております。 

 こちらは、県政テレビ、広報誌及びメール

マガジンの制作業務、また、地震からの復

旧、復興の状況を全国向けに発信するための

業務などの委託につきまして、新年度当初か

ら実施する必要があるため、設定をお願いす

るものです。 

 また、下段の首都圏広報業務につきまして

は、1,006万円余を限度額として債務負担行

為を設定するもので、こちらは、マスコミ業

界に通じたＰＲ会社を活用いたしまして、首

都圏向けに効果的な広報を行うための業務に

関して、新年度当初から実施する必要がある

ために設定をお願いするものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇浦田くまモングループ課長 くまモングル

ープでございます。 

 ９ページの下半分の資料をお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の追加を３件お願いしており

ます。 

 上段のくまモン利用許諾審査業務は、くま

モンのイラストの利用許諾事務を新年度当初

から委託する費用として、限度額2,355万円

余を設定するものです。 

 中段のくまモン隊管理運営事業は、くまモ

ン隊の管理運営を新年度当初から委託する費

用として、限度額１億8,669万円余を設定す

るものでございます。 

 最下段のくまモンスクエア管理運営業務

は、第４期分、令和３年４月から令和６年３

月までの３年間の指定管理委託料として、限

度額1,802万円余を設定するものでございま

す。 

 なお、この指定管理者の指定につきまして

は、後ほど条例等議案のほうで説明させてい

ただきます。 

 いずれも、新年度当初からスムーズに業務

を行えるための設定でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇柴田危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 説明資料の10ページをお願いいたします。 

 11月補正予算について御説明いたします。 

 防災総務費で444万円余の増額補正をお願

いいたしております。 
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 右側の説明欄をお願いいたします。 

 防災対策費としまして、次年度の新規採用

職員等に貸与する防災服の購入等に必要な経

費等について計上いたしております。 

 危機管理防災課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

〇城内人事課長 人事課でございます。 

 説明資料、12ページをお願いいたします。 

 ここから総務部関係となります。 

 表の上段、一般管理費の説明欄、(1)職員

給与費でございますが、2,300万円余の災害

派遣手当の増額をお願いしております。 

 令和２年度当初予算におきまして、熊本地

震からの復旧、復興関係で、他の都道府県か

ら来ていただく職員分は計上しておりました

が、今回、令和２年７月豪雨災害が発生した

ことから、その派遣職員分として増額補正を

お願いするものでございます。 

 次に、説明欄、(2)でございますが、６億

6,400万円余の時間外勤務手当の増額をお願

いしております。これは、年度途中の災害

等、特別な事情で時間外勤務が必要となった

際に備えて、時間外勤務手当の一部を一括し

て、人事課において毎年度当初予算で計上し

ているものですが、今年度は、新型コロナウ

イルス感染症、令和２年７月豪雨災害の発生

により業務量が増大したため、当初予算額で

は不足を生じることから、増額補正をお願い

するものでございます。 

 次に、表の下段、債務負担行為の設定でご

ざいます。 

 令和３年４月１日からの新規採用職員等の

初任者研修で使用するバス等の借り上げにつ

きまして、年度内に契約等の手続を終える必

要があることから、限度額230万円の債務負

担行為の設定をお願いするものでございま

す。 

 人事課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

〇梅川財政課長 財政課でございます。 

 13ページをお願いいたします。 

 財政管理費で471万円余の増額補正をお願

いしております。これは、地方公会計標準ソ

フトウエアの代替ソフトウエアを導入するに

当たり、関連システムであります総合財務会

計システムの改修を行うための経費でござい

ます。 

 財政課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願い申し上げます。 

 

〇永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 14ページの上の表をお願いします。 

 補正予算として、財産管理費1,370万円余

の増額をお願いしております。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 派遣職員宿舎借上費でございますが、これ

は、令和２年７月豪雨に係る他県からの派遣

職員の受入れに伴う宿舎や家具、家電の借り

上げ経費について、新たに計上するものでご

ざいます。 

 下の表は、繰越明許費の設定でございま

す。 

 まず、上段の財産管理費としまして、11億

9,200万円余の繰越しを計上しております。

これは、県庁舎の設備更新や鹿本総合庁舎へ

のＬＥＤ導入、天草総合庁舎等への保健所機

能集約化など、県有施設の改修に係る経費で

ございます。工事入札の不調や、施設を使用

しながらの工事であるため、スケジュール調

整等に不測の時間を要していることなどによ

り、繰越設定をお願いするものでございま

す。 

 次に、下段の総務施設災害復旧費としまし

て、８億5,700万円余の繰越しをお願いして

おります。これは、熊本地震で被災した庁舎

の復旧等に要する経費でございますが、本定

例会に工事契約の議案が上程され、契約後に
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工事の着手を予定している県央広域本部と防

災センターの合築庁舎新築工事等について、

工事の調整などに不測の時間を要する可能性

等も考慮しまして、繰越設定をお願いするも

のでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇市川私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 15ページをお願いします。 

 私学振興費として、7,700万円余の増額を

お願いしております。 

 説明欄です。 

まず、７月豪雨分の被災生徒授業料等減免

補助事業ですが、７月豪雨で被災した生徒の

授業料等の減免を行う私立学校への支援に要

する経費です。 

 次に、コロナ対策分の私立中学高等学校修

学旅行支援事業、これは、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、修学旅行を延期した

場合等の追加費用に要する経費です。 

 次に、私立専門学校修学支援事業、これ

は、私立専門学校の生徒に対する授業料減免

などの修学支援について、国が行う実証研究

を受託しているものですが、今回、新型コロ

ナウイルス感染症の影響による家計急変の場

合を追加対象とするための経費です。 

 下段のほうをお願いします。債務負担行為

です。 

 まず、熊本時習館特別支援相談員派遣事

業、これは発達障害に関する専門家を各私立

学校に派遣し、教職員研修の実施や特別な支

援が必要な生徒に関する助言等の支援を行う

ものです。 

 次の熊本時習館海外チャレンジ推進事業

は、グローバル人材を育成するため、平成25

年度から実施しております海外チャレンジ塾

により、海外を目指す中高生を対象に、海外

進学に必要な英語力向上のための講座等を実

施するものです。 

両事業とも、４月からの切れ目ない支援が

不可欠であり、令和３年４月からの役務の提

供を受けるための契約事務等、公募型のプロ

ポーザル等を予定しております。これらの期

間を考慮すると、11月議会で本事業の債務負

担行為の設定を行う必要があります。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇橋本消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 16ページの上の表をお願いします。 

 消防指導費で712万円の増額をお願いして

おります。 

 右側の説明欄をお願いします。これは、７

月豪雨災害に際して、他県から消防応援に駆

けつけた緊急消防援助隊が宿営地として利用

したグランメッセ熊本の使用料でございま

す。なお、この財源につきましては、全額国

から交付されるものでございます。 

 続きまして、下の表をお願いします。 

 繰越明許費の設定についてでございます。 

 まず、上段の防災総務費につきまして、

2,000万円の繰越しをお願いしております。

これは、防災消防ヘリコプターの管理運営費

に係るものですが、新たなパイロットの養成

のため、フランスにおいて操縦資格を取得す

る必要がありますが、現在、新型コロナウイ

ルスの影響で渡航ができず、今年度内での資

格取得が困難となることから、繰越しをお願

いするものでございます。 

 次に、下段の消防指導費につきまして、３

億9,400万円余の繰越しをお願いしておりま

す。これは、消防学校教育訓練機能強化事業

に係るものですが、実践的な火災対応訓練施

設の整備を行うに当たり、実施設計業務の完

了に不測の日数を要し、今年度内に工事に必

要な期間を確保することが困難となることな

どから、繰越しをお願いするものでございま
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す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇久保田税務課長 税務課でございます。 

 資料17ページをお願いいたします。 

 賦課徴収費で２億6,000万円を計上してお

ります。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 過誤納となった県税の還付に必要な経費の

増加に伴うものでございまして、大部分が法

人県民税、法人事業税に関するものでござい

ます。 

 事業年度の半期を終えた時点で、中間申

告、納付されました税額のうち、決算の結

果、過払いとなった税額につきまして、過誤

納還付金として納税者に還付するものでござ

います。 

 税務課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

〇城内人事課長 人事課でございます。 

 続きまして、条例案でございます。資料、

少し飛びまして26ページをお願いいたしま

す。 

 第９号議案、熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改正する

条例についてでございます。 

 おめくりいただきまして、27ページ、条例

(案)の概要で御説明いたします。 

 1、条例改正の趣旨でございますが、熊本

県知事の権限に属する事務の一部を市町村が

処理することとしたことに伴い、関係規定を

整備するものでございます。 

 ２、主な改正内容でございますが、知事の

権限に属する事務の一部を条例により市町村

に移譲する場合には、当該市町村の長に協議

をしなければならないこととされておりま

す。今回、この協議が調った事務について追

加するものでございます。 

 移譲事務といたしましては、アの火薬類取

締法等に基づく火薬類の譲渡または譲受けの

許可等に関する事務について、新たに菊池市

を含む４市町に移譲し、イの農地法に基づく

農地転用の許可等に関する事務について、新

たに荒尾市、阿蘇市の２市に移譲するもので

ございます。 

 ３、施行期日につきましては、令和３年４

月１日からとしております。 

 人事課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

〇梅川財政課長 財政課でございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 議案第10号、熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定についてでございます。 

 おめくりいただきまして、29ページの条例

(案)の概要で説明させていただきます。 

 １の条例改正の趣旨ですが、家畜改良増殖

法の一部改正等に伴いまして、関係の手数料

の規定を整備するものでございます。 

 ２の主な改正内容でございますが、関係法

の一部改正に伴い、家畜人工授精所の開設許

可証につきまして、書換え交付と再交付の手

数料を新たに設けるとともに、併せて規定文

言の整理を行うものでございます。 

 ３の施行期日でございますが、公布日とし

ております。 

 最後に、４のその他でございますが、今回

の手数料の規定整理に伴いまして、関係する

熊本県収入証紙条例の一部規定を整理してお

ります。 

 続きまして、30ページをお願いいたしま

す。 

 議案第24号、当せん金付証票の発売につい

てでございます。これは、いわゆる宝くじに

つきまして、令和３年度の県の宝くじ発売額

の範囲を決定するものでございます。 

 当せん金付証票法第４条の規定に基づきま

して、総務大臣へ発売許可を申請するに当た
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り、議会の議決を求めるものでございます。 

 発売総額につきましては、今年度と同様に

110億円以内としております。 

 以上でございます。よろしくお願い申し上

げます。 

 

〇浦田くまモングループ課長 くまモングル

ープでございます。 

 資料、31ページをお願いいたします。 

 第25号議案、指定管理者の指定についてで

す。 

 くまもと県民交流館のうち、物産、観光等

に関する情報を提供する施設、いわゆるくま

モンスクエアにつきましては、今年度末に指

定管理期間が満了することに伴いまして、新

たな指定管理者の選定手続を行いました。 

 選定の結果、現在の指定管理者であるカリ

ーノ＆コロムビアくまもと応援共同体を第４

期の指定管理者とし、その指定期間は、令和

３年４月１日から令和６年３月31日までの３

年間としております。 

 選定の概要につきましては、右の資料、32

ページで御説明いたします。 

 本年８月28日から約１か月間、指定管理者

の公募を行った結果、こちら記載しておりま

す１団体、カリーノ＆コロムビアくまもと応

援共同体から申請がございました。 

 10月に５名の外部有識者の方々による指定

管理候補者選考委員会を開催いたしまして、

こちらの申請者が適当であるとの御意見をい

ただきました。 

 裏面、33ページをお願いいたします。 

 この選考委員会の御意見を踏まえまして、

カリーノ＆コロムビアくまもと応援共同体

は、来館者サービスの取組が充実しているこ

と、また、熊本県の物産、観光等の情報発信

の手法も申し分なかったということから、指

定管理候補者として選定しております。 

 ここで、すみません、１つ訂正がございま

す。33ページの中ほど､指定管理候補者の提

案価格のところで、令和５年度分につきまし

て、単位を千円としなければならないところ

を円と記載しておりました。皆様方には正誤

表をお配りしております。大変申し訳ありま

せんでした。 

 くまモングループの説明は以上となりま

す。御審議のほどどうぞよろしくお願いいた

します。 

 

〇増永慎一郎委員長 以上で執行部の説明が

終わりましたので、議案について質疑を受け

たいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いしま

す。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って着

座のままで説明をしていただきたいと思いま

す。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

〇山本伸裕委員 14ページの財産経営課の説

明の中で、天草の保健所機能の集約化という

ようなお話があったんですけれども、ちょっ

と詳しく説明していただけますか。 

 

〇永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 天草総合庁舎に、同じ敷地内に保健所がご

ざいますけれども、それにつきまして、天草

総合庁舎に隣接する会議棟というのがあるん

ですけれども、現在そこに集約化して、総合

庁舎と連結させるというような工事を行って

おります。 

 

〇山本伸裕委員 では、集約って言っても、

体制が減ったり人員が減ったりということで

はないわけですね。 

 

〇永江財産経営課長 そういうことではござ

いません。 
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〇山本伸裕委員 はい、分かりました。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 ありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了いたします。 

 それでは、説明員の入替えを行いますの

で、しばらくお待ちください。 

  （説明員の入替え） 

〇増永慎一郎委員長 次に、本委員会に付託

された企画振興部、出納局、人事委員会事務

局、監査委員事務局及び議会事務局の議案を

議題とし、これについて審査を行います。 

 担当課長から順次説明をお願いしますが、

効率よく進めるため、説明は、着座のまま簡

潔にお願いします。 

 

〇池永地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 説明資料の19ページをお願いします。 

 計画調査費につきまして、286万円余の増

額をお願いしております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 これは、例年同様ですが、環境省の補助を

受けて実施しております、「環境首都」水

俣・芦北地域創造事業等の前年度補助金の額

の確定が10月に行われたことに伴い、既に概

算払いで国から受領していた額との差額分を

国に返納するものでございます。 

 続きまして、下段の表をお願いします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 １項目めの「環境首都」水俣・芦北地域創

造事業でございますが、水俣市が行う生態系

に配慮した渚造成整備事業において、事業着

手に必要な公有水面埋立免許に関する手続等

に時間を要し、工事の着工が遅れたため年度

内の事業完了が困難となり、１億1,700万円

の繰越明許費の設定をお願いするものでござ

います。 

 次の立野・黒川地区地域再生等支援事業で

ございますが、黒川地区の復興のため、南阿

蘇村が行う旧長陽西部小学校改修事業におい

て、住民と学生の交流活動拠点として改修す

るための設計着手まで、新型コロナの影響で

住民協議等に時間を要したことから、年度内

の工事完了が困難となり、750万円の繰越明

許費の設定をお願いするものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇福原川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 説明資料、20ページ、上段をお願いいたし

ます。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 五木村振興道路整備(受託)事業、村からの

委託でございます。こちら、令和２年７月豪

雨によりまして、当該事業の施工箇所及び周

辺道路の被災調査を行う必要が生じました。

その調査に不測の日数を要したことから、事

業の年度内完了が困難となり、１億4,100万

円余の繰越明許費の設定をお願いするもので

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇小川交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 資料の同じページの下の段をお願いいたし

ます。 

 企画施設災害復旧費で１億7,800万円余の

増額をお願いしております。 

 右の説明欄を御覧ください。 

 ７月豪雨分の肥薩おれんじ鉄道災害復旧支

援事業といたしまして、同鉄道の災害復旧を

行う会社に対する県の補助金でございます。 

 続きまして、次のページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費の設定でございます。 



第７回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（令和２年12月９日) 

 - 10 - 

 １つ目の天草空港運航支援対策事業の１億

円につきましては、自動チェックイン機の導

入など、ウィズコロナにおける利用促進環境

整備を行うものでございますが、現在策定中

の天草エアライン中期経営計画で、効率的、

効果的な整備の在り方を検討しており、その

内容を踏まえた整備を行う必要があることか

ら、事業着手が遅れる可能性があるため、翌

年度への繰越しをお願いするものでございま

す。 

 続きまして、次の南阿蘇鉄道災害復旧支援

事業の３億6,700万円余でございますが、立

野－長陽間に位置する第一白川橋梁の準備工

事等に不測の日数を要し、被災橋梁の撤去工

事等について本年度内の完了が困難となった

ため、翌年度への繰越しをお願いするもので

ございます。 

 最後に、肥薩おれんじ鉄道災害復旧支援事

業の１億7,800万円余でございますが、先ほ

ど御説明しましたとおり、７月豪雨で被災し

た同鉄道の災害復旧については、被災直後か

ら土砂の撤去、盛土等の復旧工事に着手をし

まして、先月11月１日に全線において運行再

開をしたところではございますが、この全線

運行再開後におきましても、例えば、のり面

の防護工事など、残りの工事を並行して実施

をしておりまして、この残工事につきまして

本年度内の完了が困難となったため、翌年度

への繰越しをお願いするものでございます。 

 以上となります。御審議のほどよろしくお

願いいたします。 

 

〇椎場情報政策課長 情報政策課でございま

す。 

 資料は、同じページの21ページの下段をお

願いします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 熊本県総合行政ネットワーク等管理運営事

業としまして、限度額１億3,295万4,000円の

設定をお願いしております。これは、本庁と

地域振興局等を結ぶ熊本県総合行政ネットワ

ーク等の管理運営に係る令和３年度からの業

務委託につきまして、令和３年４月１日から

委託するために、本年度内に契約事務を行う

必要があることから、債務負担行為の設定を

お願いするものでございます。 

 御審議よろしくお願いします。 

 

〇中川管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 次の資料、23ページをお願いいたします。 

 債務負担行為のうち、23ページと次の24ペ

ージの事項欄に記載されてございます給食業

務などの４業種につきましては、全庁的に共

通する業務としまして、当課で一括して取り

まとめて設定をお願いするものでございま

す。 

 今回は、令和３年４月１日より業務を実施

するため、年度末までに契約を行っていくこ

とが必要なもののうち、契約事務に相当の期

間を要するものにつきまして債務負担行為の

設定をお願いするものでございます。 

 まず、債務負担行為の追加でございます

が、23ページでございます。これは、鏡わか

あゆ高等支援学校１件の給食業務委託に係る

ものでございます。 

 給食業務につきましては、今回の設定が初

めてということでございますので、追加とし

てお願いするものでございます。 

 続きまして、下の欄を御覧ください。ここ

からは、債務負担行為の変更分でございま

す。 

 まず、上段の県有施設等管理業務につきま

しては、県庁舎、振興局庁舎等の清掃、警備

業務等の維持管理など179件の業務委託の追

加で、限度額33億2,300万円余となります。 

 次に、下段の情報処理関連業務でございま

すが、これは、電子入札システムや防災情報

ネットワークシステムなど、情報システムの

運営管理等に係る22件の業務委託の追加でご
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ざいます。限度額25億2,600万円余となりま

す。 

 24ページでございます。事務機器等賃借で

ございますが、これは、県庁内電子システム

基盤整備やパソコン等電子機器のリースなど

11件の業務委託の追加で、限度額53億6,300

万円余となります。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇福原政策監 球磨川流域復興局付でござい

ます。 

 説明資料の25ページをお願いいたします。 

 専第20号、令和２年10月28日専決による補

正予算でございます。 

 計画調査費で７億100万円余を計上してお

ります。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 ９月定例会で議決いただき造成いたしまし

た球磨川流域復興基金等を活用しまして、被

災者の生活支援や地域コミュニティー施設の

復旧等、市町村の取組への支援等に要する経

費でございます。 

 財源内訳としまして、球磨川流域の12市町

村が実施する事業の財源は基金を、12市町村

以外につきましては一般財源で対応いたしま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇増永慎一郎委員長 以上で執行部の説明が

終わりましたので、議案について質疑を受け

たいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いしま

す。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って着

座のままで説明をしていただきたいと思いま

す。 

 それでは、質疑はございませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 ありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第８号から第10号ま

で、第24号及び第25号について一括して採決

したいと思いますが、御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 御異議なしと認め、一

括して採決いたします。 

 議案第１号外５件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 異議なしと認めます。

よって、議案第１号外５件は、原案のとお

り、可決または承認することに決定をいたし

ました。 

 説明員の入替えをしたいと思いますので、

５分間休憩をいたします。 

  午前10時38分休憩 

――――――――――――――― 

  午前10時43分開議   

〇増永慎一郎委員長 休憩前に引き続き会議

を開きます。 

 次に、今回付託されました諮問第１号を議

題といたします。 

 諮問第１号について、執行部の説明を求め

ます。 

 

〇城内人事課長 人事課でございます。 

 説明資料、34ページをお願いいたします。 

 諮問第１号、退職手当支給制限処分に対す

る審査請求に関する諮問についてでございま

す。 

 おめくりいただきまして、36ページ、諮問

の概要で御説明いたします。 

 1、諮問の趣旨でございますが、懲戒免職

処分を受けた職員に対して県教育委員会が行

った退職手当支給制限処分につきまして、知
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事に対し審査請求がなされましたので、その

裁決に当たり、地方自治法の規定に基づき議

会の御意見をお伺いするため、知事から議会

に対して諮問するものでございます。 

 37ページをお開きいただけますでしょう

か。 

 まず、事務の流れについて御説明いたしま

す。 

 ページの一番上、非違行為の発生を受け、

今回の事案では非違行為を行った職員の任命

権者であります県教育委員会が、法令等に基

づき、懲戒免職処分と退職手当支給制限処分

を行っております。 

 審査請求人は、懲戒免職、退職手当支給制

限、両方の処分に不服があるとして、懲戒免

職処分につきましては地方公務員法に基づき

県人事委員会に、退職手当支給制限処分につ

きましては地方自治法に基づき知事に審査請

求を行いました。 

 今回諮問いたしますのは、図の右側に流れ

をお示しした退職手当支給制限処分に関する

審査請求についてでございます。 

 図の右側を御覧ください。 

 審査請求につきまして、審査庁である知事

が請求を受理し、本件処分に関与していない

職員の中から指名された審理員が、審査請求

人と処分庁である県教育委員会の双方から弁

明書、反論書等の提出を受け、審理を進めて

まいりました。 

 本件に係る議会の関わりですが、地方自治

法の規定により、知事は裁決を行うに当たっ

て議会に諮問することが義務づけられてお

り、今回御意見を伺うものでございます。 

 なお、図において、裁決から下の部分、破

線でお示ししておりますが、審査請求人が知

事の裁決に不服がある場合には、当該処分の

取消し訴訟を提起できることとされておりま

す。 

 すみませんが36ページにお戻りください。 

 ２の事案の概要でございますが、(1)審査

請求人は、令和元年５月から６月にかけて、

女子生徒に対し不適切な行為を行いました。 

 また、このような行為を行ったにもかかわ

らず、勤務先の管理職に対して、同女子生徒

との関係を否定するなどの虚偽の報告をして

おりました。 

 さらに、管理職から禁止されていたにもか

かわらず、同女子生徒との連絡を継続してい

たというものでございます。 

 (2)処分庁である県教育委員会は、教育公

務員としてあるまじき行為であり、学校、教

育、そして本県教職員全体の信頼及び信用を

著しく傷つけたとして、令和元年９月３日付

で審査請求人を懲戒免職処分といたしまし

た。 

 そして、当該懲戒免職処分を前提として、

今回の諮問の対象である退職手当の支給制限

処分を同日付で行ったものでございます。 

 次に、３の審査請求人の主張でございます

が、退職手当に係る処分の取消しを求めてお

ります。 

 その理由といたしまして、(1)懲戒免職処

分は違法であり、これに基づく本件退職手当

支給制限処分は取り消すべきであること、そ

して(2)本件は請求人の永年勤続の功を全て

抹消し、退職手当の賃金の後払い的性格や生

活保障の要請を全て否定するほどの重大なも

のとまでは言えないというふうに主張してお

ります。 

 続いて、４、処分庁の主張でございます

が、県教育委員会は、本件審査請求の棄却を

求めております。 

 その理由といたしまして、まず、(1)退職

手当に係る処分の前提となる懲戒免職処分が

事実関係に基づき、懲戒処分の指針等の関係

規程に従って適法に処分したものであると主

張し、そして(2)本件処分は退職手当支給条

例及び総務部長通知に基づき適法になされた

というふうに主張しております。 

 ５番の審査庁の考えに入ります前に、まず
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判断の根拠となる退職手当に係る支給制限処

分の考え方について御説明いたします。 

 恐れ入りますが、ここで38ページを御覧く

ださい。 

 中ほどから下、熊本県職員等退職手当支給

条例第12条の規定を抜粋しております。 

 懲戒免職処分がなされた職員に対しては、

退職手当の支給制限処分ができることが規定

されており、支給制限を行う場合、当該退職

をした者が占めていた職の職務及び責任、勤

務の状況、非違の内容及び程度、非違行為が

公務に対する信頼に及ぼす影響などを勘案し

て、全部不支給とするか一部不支給とするか

を判断することとなります。 

 続いて、39ページを御覧ください。 

 中ほどから下に、この12条関係に係る総務

部長通知を抜粋して記載しておりますが、第

１項で、懲戒免職の場合、非違行為の発生を

抑止するという制度目的に留意し、原則は全

部不支給とされております。 

 また、第２項で、一部不支給にとどめるこ

とを検討する場合においても、非違の内容及

び程度について、括弧で記載の第１号から第

４号のいずれかに該当する場合に限定するこ

ととされております。なお、この取扱いは国

に準じた取扱いであり、他県においても同様

の取扱いがなされております。 

 これらを踏まえ、審査庁といたしまして

は、本件審査請求の裁決を行うに当たり、退

職手当に係る部分が退職手当支給条例等の関

係規定に基づき適正に行われたか、また、退

職手当等の一部不支給にとどめる特にしんし

ゃくすべき事情等があったかという観点から

判断することとなります。 

 それでは、36ページ、５の審査庁の考えを

御覧ください。 

 まず、処分庁は、懲戒免職処分を前提とし

て退職手当支給制限処分を行っております

が、当該懲戒免職処分の適否につきまして

は、知事の職掌外であり判断することはでき

ません。 

 なお、当該免職処分につきましては、人事

委員会に対して審査請求が提起されておりま

したが、既に懲戒免職処分が承認されており

ます。 

 また、処分庁は、退職手当支給条例等に基

づき、審査請求人の行った非違の内容及び程

度、生徒、保護者及び教職員等に与える甚大

な影響、学校教育への信頼の失墜などを勘案

の上、退職手当の全部不支給を決定しており

ます。 

 処分庁が行いました本件処分について、退

職手当支給条例等に反する点は認められず、

また、退職手当の一部不支給処分にとどめる

特にしんしゃくすべき事情等も認められない

ことから、審査庁といたしましては、本件処

分は適当であると考えております。 

 長くなりましたが、説明は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

〇増永慎一郎委員長 以上で執行部の説明が

終わりましたが、質疑に入る前に、あらかじ

め申し上げます。 

 諮問第１号について、地方自治法の規定に

より議会に求められているのは、教育委員会

が行った退職手当支給制限処分についての審

査請求に関する意見です。 

 退職手当支給制限処分の前提となる教育委

員会が行った懲戒免職処分自体については、

地方公務員法の規定により、人事委員会に対

して審査請求が行われており、直接今回の諮

問の対象とはなっておりません。 

 本委員会では、執行部から説明のあった退

職手当支給制限処分についての審査請求の概

要、審議の経過、審査庁の裁決の考え方を踏

まえ、当該処分に違法または不当な点がない

か判断していただくことになります。 

 それでは、諮問第１号について質疑を受け

たいと思います。質疑はありませんか。 
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 なければ、以上で質疑を終了します。 

 当該処分に違法または不当な点はなく、審

査請求人の主張が認められないという判断を

する場合は、本件審査請求は棄却すべきとい

う意見、審査請求人の主張を認めるという判

断をする場合は、本件審査請求は認容すべき

という意見になりますが、このどちらの意見

を議会の意見として答申するかということに

ついて、採決をすることになります。 

 審査庁である知事の考えは、本件処分に違

法または不当な点はなく、本件審査請求は棄

却すべきというものでありました。 

 諮問第１号に対する答申について、本件審

査請求は棄却すべきか、認容すべきか、いか

がいたしましょうか。 

  （「棄却」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 棄却との声がありまし

たが、本件審査請求は棄却すべき旨答申する

ことに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 御異議なしと認めま

す。よって、本件審査請求は棄却すべき旨答

申することに決定いたしました。 

 次に、今回付託された請第21号を議題とい

たします。 

 請第21号について、執行部から状況の説明

をお願いします。 

 

〇市川私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 付託請願について御説明いたします。 

 請第21号になります。 

 請願事項は３項目ありますので、それぞれ

の項目の現状や県の取組について御説明いた

します。 

 まず１点目、国の就学支援金制度拡充に乗

じて削減された県単独予算を復活させ、熊本

県における学費補助制度の拡充を求めるもの

です。 

 国の就学支援金制度において、今年度から

年収590万円未満世帯に対する支援の上限額

が大きく引き上げられ、県内の私立高校生の

約６割は授業料が無償化されております。国

の上限額引上げに伴い、県単独予算で実施し

てきた授業料減免分が重複することとなりま

したが、この分につきましては、今年度４月

から新たに始まりました高等学校専攻科生徒

への就学支援金制度の創設に活用したほか、

授業料減免制度のうち家計急変世帯の生徒に

対する減免基準額の引上げも実施し、全て私

学のための予算に充当しております。 

 ２点目です。授業料等減免額の学校負担分

20％を撤廃し、制度を県の直接事業とするこ

とを求めるものです。 

 授業料減免補助の割合につきましては、県

と学校が協力して支援に取り組むとの趣旨

で、学校の理解をいただいて現在も継続して

いるものであります。 

 ３点目は、令和２年７月熊本豪雨、新型コ

ロナウイルス感染症による家計急変世帯への

緊急補助制度の創設を求めるものです。 

 新型コロナウイルス感染症に係る家計急変

世帯への補助については、既に、今あります

私立高等学校等授業料等減免補助制度や奨学

のための給付金で対応しているところです。 

 ７月豪雨分につきましても、去る９月県議

会において熊本県私立中学高等学校協会及び

同保護者会から、私学助成の充実を求める請

願がなされ、本委員会で採択後、国に意見書

が提出されておりますが、今回、国の制度化

を受けて本定例会で補正予算として提案して

おります。 

 説明は以上です。よろしくお願いいたしま

す。 

 

〇増永慎一郎委員長 ただいまの説明に関し

まして質疑はございませんか。 

 

〇山本伸裕委員 国の予算拡充に伴って、県

単独予算が減らされたというような請願者の
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趣旨だったんですけれども、それに対しては

別途いろんなところで手当てをしているとい

うお話だったんですが、保護者負担ですね、

授業料の負担軽減というような点では、例え

ば大分、長崎なんかで所得の制限を引き上げ

て、授業料補助の範囲を広げようというよう

な取組がされているのに対して、熊本県は６

年前から変わってないというふうにおっしゃ

るんですが、これは事実ですか。 

 

〇市川私学振興課長 新たにやったというこ

とはありません。 

 ただ、授業料減免に関して補足しますと、

授業料の限度額が今年間39万6,000円という

ところでやっているんですが、県の各私立の

平均の授業料というところを見ますと、38万

円台という状況がありまして、熊本県の場

合、それ以上、国の制度以上上げるというと

ころは今取ってないというのが状況でござい

ます。 

 

〇山本伸裕委員 国の制度以上には取ってな

いというようなお話だったんですが、公私間

の格差の問題とか、熊本県内の私学に通って

いる生徒さんが、全国の中でも比率としては

非常に高いというような状況からすれば、や

はり国の基準以上に熊本県が積極的に補助

を、特に授業料負担軽減というような観点

で、直接的にやっぱり支援していくというよ

うなことが非常に大事ではないかと思います

ので、ぜひ、この請願は採択されるべきでは

ないかというようなことで、意見を表明した

いと思います。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

 

〇坂田孝志委員 今山本委員おっしゃいまし

たけれども、いわゆる国が590万まで引き上

げたわけですね。その間に上がってない場

合、県も4,000万程度負担しておったようで

ございますが、590万ほど引き上がったの

で、国のほうで充当するということになった

から、この請願の書きぶりですね、拡充に乗

じて削減されたと。削減されたじゃない、充

当されたから、その分を私学の看護科等でや

っている専攻課程、４年生、５年生、590未

満であれば３年生までは授業料無償化と。で

は４年生、５年生になると授業料は負担にな

る。その分をいろいろ、保護者の負担を軽減

することによって、そっちに活用している。

 まず書きぶりがよくないですね、これは、

書きぶりが｡こういうのは、先ほども請願者

が来ていましたが、何万人かの署名だった

か、１万何千人か。子供を通じてしているん

ですが、こういうのは学校が生徒に、そうい

うことになっているということを知らしめて

あるんですかね。恐らく生徒は知らないもの

だから、この何とか会の、助成をすすめる会

の代表者の方々が、学校の先生方が主ですか

ね、私学の先生方が。そういう方が、そっち

のことを言わずして、こうやって、県は余っ

ているのを削減したんだというようなことで

はいけないと思うんですね。 

もうちょっとこう、そういうことをやって

いることは、私学振興課もきちんと学校にも

説明して、生徒にも納得していただいてです

ね、納得というか理解でいいでしょう。そう

いうことが少し足りなさ過ぎるんじゃない

か。だから、こういうのが出てくると。 

授業料、２番のことも、県と私学が、学校

側が一緒に協力して、家計急変生徒を救う制

度を構築しているわけですよ。非常にこれは

すばらしい制度ですよ、こうやってやってい

る。 

 ３番目は既に予算で充当しておりますか

ら。だから請願事項を一つ一つ取っても、何

も取り上げられるような内容じゃなくて、む

しろもっとそういうことで県も私学に対して

は様々なことをやっていると、支援している

ということを、やっぱりもう少し理解しても
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らったら、こういう請願のほうの提出者の方

々も御理解できるんじゃないかなと思ってお

りまして、この請願事項については取り上げ

るわけにはいかないな、こういうふうな意見

といえば意見ですね、述べさせていただきま

す。何か私学のほうで説明することがありま

したら、お触れいただきたいと思います。 

 

〇市川私学振興課長 御指摘ありがとうござ

います。 

 授業料の減免だったり、奨学金の給付金の

制度だったり、今高校の、特に私学のそうい

った生徒、保護者に対する支援制度が大きく

変わっていってます。無償化のほうにどんど

ん動いていってます。制度が大きく変わって

きているもので、私どものＰＲの仕方を生

徒、保護者にきちんと分かるように、それと

先生から御指摘がありました学校側、校長、

理事長、事務局長、この授業料減免に当たる

先生方にきちんと、制度が今年はこう変わっ

ていっているというところが分かるような、

いろんな校長会とかありますので、そういっ

たところできちんと制度の充実、こういうふ

うに充実してきてますというところをＰＲ、

説明をやっていこうと思います。ありがとう

ございます。 

 

〇坂田孝志委員 周知を徹底していただい

て、やっぱり理解を深めながら、やっぱり県

も私学もみんなが協力してやっていく、そう

いう体制を構築していくのが大事じゃなかろ

うかな、こう感じます。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、これで質疑を終了いたします。 

 次に、採決に入ります。請第21号について

は、いかがいたしましょうか。 

  （「採択」｢不採択｣と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 採択、不採択、両方の

意見がありますので、採択についてお諮りい

たします。 

請第21号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手） 

〇増永慎一郎委員長 挙手少数と認めます。

よって、請第21号は不採択とすることに決定

をいたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 なければ、そのように

取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

執行部から報告の申出が４件あっておりま

す。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、順次報告をお願いします。 

 

〇小川交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 右上に総務常任委員会報告資料①と記載し

ております資料を御覧ください。 

 空港アクセス検討委員会についてになりま

す。 

 本議会の開会日冒頭でも知事が申し上げま

したが、第１回空港アクセス検討委員会の開

催を決定いたしましたので、本日、その概要

について御説明をさせていただきます。 

 まず、本検討委員会の目的になります。 

 阿蘇くまもと空港への新たなアクセス整備

の推進に向け、ＢＲＴを含む他交通モードと

の比較など、鉄道延伸案の是非、新型コロナ

ウイルスによる交通、観光業界への影響、鉄

道整備による経済波及効果などに関しまし

て、有識者等から幅広く意見を聴取し、事業

の推進を図ることを目的としております。 
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 続きまして、この第１回の委員会について

でございます。 

 １回目は、今週の金曜日12月11日に、熊本

テルサにおいて開催をいたします。 

 検討委員会の委員は11名となります。 

 裏面の委員の名簿を御覧ください。 

 有識者として、慶応義塾大学の加藤先生。

加藤先生は交通経済が御専門であり、熊本空

港のコンセッション方式導入のため、国が設

置した審査委員会の委員長も務められており

ます。 

 有識者、もうお一方は、地元の熊本大学の

円山准教授。交通計画が御専門の先生を考え

ております。 

 その他書いてございますとおり、交通事業

者、空港の関係者、経済団体、観光関係、そ

して行政、こういったメンバーで考えており

ます。 

 表の面にお戻りください。 

 １回目の内容といたしましては、設置の趣

旨ですとか、空港の現状、これまでの検討経

緯、そして今年度、我々調査を進めておりま

す調査の検討状況、こういったものを予定し

ております。 

 当委員会につきましては、来年度にかけて

複数回の開催を予定しておりますが、具体的

なスケジュールにつきましては、今後、検討

委員会の委員の皆さんの御意見等も踏まえな

がら検討してまいります。 

 最後に、この検討委員会は公開を予定して

おります。 

 委員会の資料については当日、会議の概要

については後日、県のホームページに掲載す

ることで、県民の皆様への理解促進にもつな

げてまいりたいと思っております。よろしく

お願いいたします。 

 続きまして、私のほうから、説明資料の②

につきましても御説明をさせていただきま

す。 

 Ａ３の少し大きめの資料になります。 

 熊本県地域公共交通計画の骨子でございま

す。 

 当課では、今年度、県全体の地域公共交通

政策に関するマスタープランとなります熊本

県地域公共交通計画を策定することとしてお

りまして、このたび計画の骨子を取りまとめ

ましたので、この場で御報告をさせていただ

きます。 

 簡単にですが、この計画策定の背景を御説

明させていただきます。 

 県民の移動手段を担うこの地域公共交通事

業につきましては、利用者の減少ですとか収

支の悪化などがかねてよりの課題となってお

りまして、これに加えて、近年では、例え

ば、運転士の方など労働力の不足も顕在化を

してきております。 

 このような中、県内では、市町村が主体と

なって、この交通に関する計画が既に策定を

されておりまして、これに基づく取組が既に

進められている地域もありますけれども、例

えば長いバス路線ですとか複数市町村にまた

がるそのバス、鉄道などにつきましては、合

意形成に時間を要しまして、路線再編などの

取組が思うように進まないという課題も耳に

しているところです。 

 また、昨年度、バス事業者の５社の皆様方

が、いわゆる共同経営により、あるべきバス

路線網の実現に向けて取り組んでいくことも

確認をしております。 

 運転士不足が深刻化する中、バスだけでは

なくて、鉄道、コミュニティー交通、こうい

ったほかの交通モードとの連携によって、公

共交通網全体を維持していくことが非常に重

要な課題となっております。 

 以上、こうした背景を踏まえまして、県内

全域で地域の実情に応じた持続可能な公共交

通網を構築していくことを目的に、この交通

計画を策定することといたしました。 

 計画の策定につきましては、先月11月に市

町村や交通の事業者の皆様が参画する協議会
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で、この計画の骨子までは現在承認されてい

るところでございます。 

 それでは、計画の骨子の内容を簡単に御説

明させていただきます。 

 まず、計画の期間ですが、こちらは５年間

を考えております。対象の区域は、先ほど申

し上げたとおり、熊本県全域としておりま

す。 

 続きまして、３番の位置づけになります

が、現在策定中の県の次期基本方針ですと

か、７月豪雨からの復旧・復興プラン、こう

いった上位計画を踏まえ、かつ既に市町村で

策定されている交通に関する計画とも整合を

図りながら策定してまいります。 

 次に、地域公共交通を取り巻く現状と課

題、こちらを御覧ください。 

 地域によって必要とされる公共交通サービ

スの内容が変化、多様化をしている一方で、

その多様化するニーズに対応するための輸送

資源、先ほどの運転士さん等ですね、こうい

ったものが逼迫をしている状況です。 

 続いて、裏面をお願いいたします。 

 ただいま説明しました現状と課題を踏ま

え、計画の基本的な方針を、少し長いですが

読み上げさせていただきます。 

 「社会動態の変容によって絶え間なく変

化・多様化する県民の移動ニーズを満たす、

地域公共交通施策の展開」、副題としまして

「公共交通の持つ効果の最大化に向けた輸送

資源の総動員」と定めております。 

 次に、計画の目標でございますが、２つ大

きな目標を定めております。 

 「持続可能な幹線公共交通ネットワークの

構築」と「輸送資源の総動員によるコミュニ

ティ交通の充実」、この２つを定めて、計画

の達成度を図る数値目標を設定する予定で

す。 

 最後になりましたが、目標達成のための施

策、事業ということで、幾つか具体例を示し

ております。例えば、その共同経営の話です

とかコミュニティー交通の導入、こういった

ものを、今後、県、市町村、事業者の役割分

担のもと、計画の推進を図ってまいりたいと

考えております。 

 以上となります。今後、年度内に計画を策

定する予定であり、２月の定例会において、

改めて計画案の概要を御報告させていただけ

ればと思っております。 

 報告は以上です。よろしくお願いいたしま

す。 

 

〇椎場情報政策課長 情報政策課でございま

す。 

 総務常任委員会報告資料の③、Ａ４横のも

のをお願いしたいと思います。 

 熊本県情報化施策推進方針の改定について

御説明させていただきます。 

 まず、現方針の改定の必要性についてでご

ざいますが、本県では、これまで熊本県情報

化施策推進方針に基づき、情報化の取組を進

めてきたところでございますけれども、少子

高齢化や人口減少社会を見据えた経済発展と

社会的課題の解決、あるいは行政のデジタル

化、新型コロナウイルス感染症を踏まえた新

たな生活様式への対応などの社会的課題にス

ピード感を持って対応するために改定を行う

ものでございます。 

 改定の方向性についてでございますが、新

たな課題へ対応し、県のＩＣＴを活用した取

組を総合的かつ計画的に進めるため、現行の

推進方針と、別途策定しております熊本県官

民データ活用推進計画を統合しまして、新た

な計画、熊本県情報化施策推進計画として策

定するものでございます。 

 現在、副知事を本部長とし、各部局長をメ

ンバーとする高度情報化推進本部で策定を進

めているところでございます。 

 おめくりいただきまして、次のページを御

覧いただきたいと思います。 

 現在検討中の情報化施策推進計画の素案で
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ございます。 

 計画の位置づけについてでございますが、

県の情報化施策を総合的、計画的に推進する

ための計画とし、官民データ活用推進基本法

に基づく法定計画として、位置づけを考えて

おります。 

 計画期間につきましては、令和３年度から

令和５年度までの３年間を予定しておりま

す。 

 背景としましては、人口減少に伴う生産性

向上や働き方改革の必要性、ＩＣＴの普及、

行政のデジタル化の推進など、それと併せて

国の動向などをまとめる予定でございます。 

 目指す姿としまして、「安全安心便利なく

らしができる超スマート社会くまもと」を掲

げておりまして、その姿の実現に向けた柱と

しまして、「安全・安心・便利で創造性豊か

な社会」、「デジタル行政」、「災害・危機に強

い情報通信基盤」を掲げています。 

 資料の右側に、目指す姿ごとに25の施策を

掲げております。 

安全、安心、便利で創造性豊かな社会の実

現に向けた施策では、例えば、ＩＣＴを利活

用するための環境整備に向け、行政手続の３

レスの推進や、マイナンバー制度の活用など

を掲げております。 

また、県民が便利に暮らせるまちに向け、

子育て支援の充実や、ＩＣＴの活用による学

校の活性化などを掲げております。 

企業や事業者が創造性を発揮できるまちに

向けては、地場企業の生産性、競争力の向上

の実現や、スマート農林水産業などの着実な

展開などを掲げていく予定でございます。 

また、災害や危機に強いまちに向けては、

民間や市町村のネットワークの強靱化などに

取り組んでいこうと考えております。 

また、２つ目の柱でありますデジタル行政

の実現に向けての施策としましては、庁内の

業務プロセスの改革、データ利活用の推進

や、県庁、学校、警察の働き方改革、県行政

の通信ネットワークの強靱化などに取り組ん

でまいりたいと思っております。 

今後のスケジュールでございますが、前の

ページの左下にも記載しておりますが、１月

にパブリックコメントを実施しまして、最終

案につきまして、２月議会に報告をさせてい

ただきたいと思います。 

 以上、よろしくお願いします。 

 

〇福原政策監 球磨川流域復興局付でござい

ます。 

 Ａ３の総務常任委員会報告資料④をお願い

いたします。 

 こちらは、11月24日に公表いたしました令

和２年７月豪雨からの復旧・復興プランにつ

いてでございます。 

 こちらにつきましては、県政全般に関する

プランになりますので、ほかの常任委員会で

も同様に報告させていただいております。 

 ４ページございます。 

まず、１ページをお願いいたします。 

 左側でございます。被災状況、豪雨災害の

検証といたしまして、人的被害、住家被害、

被害総額等を記載しております。 

 右のほうをお願いいたします。 

 復旧、復興の基本理念、目指す姿でござい

ます。 

 被災者、被災地の現状と課題といたしまし

て、超高齢化、人口減少が加速する地域にお

きまして未曽有の災害が起こり、地域が消滅

するかもしれない危機感と、これからも球磨

川の清流と共に暮らしていきたいとの思い

を、現状と課題として整理いたしました。 

 プランの基本的な考え方といたしまして、

復旧、復興の３原則とくまもと復旧・復興有

識者会議からの提言を踏まえまして、下のほ

うの緑の矢印のほうをお願いいたします。 

 「生命・財産を守り安全・安心を確保」し

ながら、「球磨川流域の豊かな恵みを享受す

る」、この２つを基本理念に据えまして、目
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指す姿としまして、「愛する地域で誰もが安

全・安心に住み続けられ、若者が“残り・集

う”持続可能な地域の実現」に向けて取り組

んでいくこととしております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 新たな治水の方向性を踏まえた治水、防災

対策及び被災者、被災地域の１日も早い復

旧、復旧に向けた取組といたしまして、喫緊

の取組を整理しております。 

 上段には、復旧、復興の前提となります治

水対策を整理しております。 

 ２行目でございます。流域全体の総合力に

よる緑の流域治水では――左をお願いいたし

ます。新たな治水の方向性を踏まえた抜本的

な対策といたしまして、11月19日に知事が表

明されました考え、「「緑の流域治水」の１つ

として、住民の｢命｣と地域の宝の｢清流｣をと

もに守る｢新たな流水型のダム｣の推進」を掲

げています。 

 その下でございます。速やかな再度災害防

止のための緊急治水対策としまして、住民の

方から御意見にも多かった河道掘削、堤防整

備、堆積した土砂、流木の早期撤去など、速

やかに実施すべき治水対策の取組を掲げてお

ります。 

 右側をお願いいたします。 

 生命、財産を守る地域防災力の強化といた

しまして、戸別受信機の設置、通信回線の多

重化など、主にソフト対策を掲げておりま

す。 

 次に、ページの中段から下をお願いいたし

ます。 

 治水対策を前提としました復旧、復興に向

けた取組を４つの柱に整理しております。 

 Ⅰ、住まい、コミュニティーの創造では、

かさ上げ等による宅地再生と高台等の安全な

場所への移転促進などを掲げております。 

 なりわい・産業の再生と創出では、なりわ

い再建支援補助金等により、事業再建などを

掲げております。 

 右側をお願いいたします。 

 災害に強い社会インフラ整備といたしまし

て、国道219号をはじめとする県南地域道路

の全面通行止めの解消などを掲げておりま

す。 

 Ⅳといたしまして、地域の魅力の向上と誇

りの回復では、歴史500年の人吉温泉の復活

などを掲げております。 

 これらを直ちに実施する喫緊の取組とし

て、令和２年度補正予算等で迅速に対応して

いるところでございます。 

 ３ページお願いいたします。 

 こちら、持続可能な地域の実現に向けた将

来ビジョン(目指すべき取組の方向性)として

掲げております。 

 こちらは、将来を見据えてこの地域に住み

続けたい、移り住みたいという持続可能な地

域に向けた取組の方向を示しております。 

 まず、Ⅰ、住まい関係でございます。 

 右のほうをお願いいたします。 

 最先端技術(ＡＩ・ＩＣＴ等)を駆使した新

たなつながりによるスマート・ビレッジの実

現などを掲げております。 

 Ⅱ、なりわい関係でございます。 

 再生可能エネルギーの導入推進によるゼロ

カーボン先進地の創出、緑の雇用の創出に向

けた森林資源のフル活用などを掲げておりま

す。 

 Ⅲ、災害に強い社会インフラ整備といたし

まして、日本一災害に強い国道219号の強靱

化を掲げております。 

 Ⅳといたしまして、地域の魅力の向上と誇

りの回復でございます。 

 右下をお願いいたします。 

 若者が残り、集まる知的拠点としての球磨

川流域大学、仮称でございますが、こういう

構想等を掲げております。 

 これらなど、中長期的な視点で取組を推進

してまいります。 

 右側の５をお願いいたします。 
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 復旧・復興プランの実現に向けてでござい

ます。 

 これらのプランを実現していくため、被災

市町村への支援、市町村相互の連携促進を行

い、また、プラン実現に向けた実効性の確保

といたしまして、国家戦略特区の検討や国へ

の積極的な働きかけなど、必要な財源確保に

向けた取組を積極的に進めます。 

 下のほうをお願いいたします。 

 五木村の振興でございます。五木村の振興

につきましては、県政の重要課題として、こ

れまで以上に強力に推進することを、このプ

ランで宣言しております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 こちらは、今御説明申し上げました目指す

姿、将来ビジョンをイラストで示したページ

でございます。 

 右上から左下へ球磨川が、中央の縦に川辺

川が流れるイメージで描いております。 

 緑の流域治水をベースに、中央でございま

すが、４つの柱の取組を進め、将来的には、

愛する地域で誰もが安全・安心に住み続けら

れ、若者が残り・集う持続可能な地域の実現

を行うというイメージを表しております。 

 最後でございます。 

 スケジュールでございますが、復旧、復興

の状況をお示ししていくため、主な取組につ

きましてはロードマップ等を作成するなど、

また、必要に応じてプランの改定を行ってい

くこととしております。 

 なお、来週、復旧・復興本部会議を開催い

たしまして、これまでの復旧、復興の状況な

どを協議する予定でございます。協議内容等

につきましては、改めて御報告させていただ

きたいと思います。 

 説明は以上でございます。 

 

〇増永慎一郎委員長 以上で執行部の報告が

終わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はございませんか。 

 

〇髙島和男委員 地域公共交通計画に関して

お尋ねをしたいと思うんですけれども、11月

27日の活性化再生法の改正ということで、こ

れが努力義務ということで作成が決められた

と思うんですけれども、この地域公共交通と

いうことになりますと、平成19年の連携計

画、そして26年の交通網の形成計画、そして

今回ということで、もう大体13年ぐらい前か

ら常に計画というのがある。そしてまた実施

されていると思うんですけれども、どうも、

昨日の話ともちょっとリンクするんですけれ

ども、なかなか目に見えてというか、私たち

が実感として、公共交通網はよくなったとい

う肌感覚というのは非常にやっぱり少ない、

感じることがない。 

 今回、今年度中に計画を詰めて移すわけで

すけれども、13年の間に、連携計画からそれ

ぞれこういうふうに変わってきた、それぞれ

の計画でこういうふうに変化がありましたよ

というような実績というか、そういうのをち

ょっと簡単で結構なんで教えていただけます

か。 

 

〇小川交通政策課長 今御指摘ありました地

域公共交通に関するこれまでの経緯というこ

とになりますが、制度全体の話で申し上げま

すと、まず、13年前にできた計画から一度法

改正がありまして、網形成計画というものに

なっております。 

 こちらについては、当時の議論ですと、や

はり地域公共交通をいかに確保するかという

観点と、あと、まちづくりとの連携を両輪と

なって進めることが大切だという観点から、

網形成、ネットワークの計画をつくるという

ことになっておりました。 

 今回の法改正の趣旨は、私の理解ですと、

そういったものも当然引き続き重要でありな

がら、先ほども申したように輸送資源が――

運転士の不足ですとか、どうしても出てくる
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中で、一般的なバスのほかにもコミュニティ

ー交通も含めて、地域の輸送資源を総動員し

て、持続可能な公共交通を構築していくとい

う、こういった趣旨で今回法改正がなされ、

先月施行されたと理解をしております。 

 そういった経緯も含めながら、我々として

も先生から御指摘あったように、利用者の方

が本当に実感していただけるような、目に見

えるような施策が実現できるように、これか

らも努力してまいりたいなと思っておりま

す。 

 以上です。 

 

〇髙島和男委員 今までとは若干違うのは、

独禁法の特例法が今回変わったということ

で、幾分やっぱり従来とはまた大きな転換点

になるのかなというふうには思っておりま

す。 

 私も、国交省のこの地域公共交通計画の作

成の手引というものを、目を通してみまし

た。入門編でございますけれども。ぜひ熊本

県の各市町村、いろんなやっぱり交通の事情

というのは異なるわけですから、これだけ目

標を掲げていらっしゃるので、年度内という

ことで、２月にはまた御提示いただけるもの

と思いますので、そこでまたしっかり目を通

して議論させていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 

〇山本伸裕委員 何点かございますが、まず

空港アクセス検討委員会の問題でお尋ねした

いんですけれども、この検討委員会の委員の

皆さんですね、以前の場でも申し上げました

ですけれども、この空港アクセスの検討され

ている地域というのが、地下水の涵養域にな

っているというようなことで、やっぱり特に

環境への影響、地下水への影響については、

しっかり専門家の分析、検証なんかも必要で

はないかというような意見を表明していたん

ですけれども、この委員の中に、そういった

環境の専門の方なんかもメンバーに加わるべ

きではないかというふうに思うんですけれど

も、いかがでしょうか。 

 

〇小川交通政策課長 ただいま御質問ありま

したアクセスの検討委員会の委員についてで

ございますが、今回の委員会につきましては

有識者、学識の経験者はじめ交通の事業者、

空港、経済、観光の団体の方々、それと行

政、こういった方々で現状構成をしておりま

す。 

 今後こういった事業を進めるに当たりまし

ては、一般的には当然その環境への影響、こ

ういったものもしっかり判断というか、確認

をしていく必要があると思いますが、今回に

つきましては、こういったメンバーの方々

で、幅広く御意見を伺わせていただきたいな

と思っております。 

 以上です。 

 

〇山本伸裕委員 地下水の問題は非常に、熊

本のやっぱり貴重な財産、宝でありますか

ら、それに対しての影響であるとか、知事は

シリコンバレー構想なんかも言及しておられ

るわけだし、もしそういうような状況になっ

たら、地下水のくみ上げなんかの可能性なん

かもやっぱり出てくるんじゃないか、そうい

ったのも含めて、検証はされるべきではない

かというようなことで意見を表明しておきた

いと思います。 

 もう１点、よろしいですか。 

 

〇増永慎一郎委員長 はい。 

 

〇山本伸裕委員 報告の③の情報化推進計画

ですね。私は、この推進に対してはあまり、
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個人のメリットはどうなのかな、むしろデメ

リット、危険性のほうが大きいんじゃないか

なという印象なんですけれども、その一番の

問題は、個人情報の漏えいですね。かなり住

民のデータなんかが共有化されていくという

ようなことになってくると、いろいろＮＴＴ

ドコモの不正の引き出しであるとか、あるい

はリクナビの問題であるとか、いろいろ個人

情報漏えいの問題がありましたですけれど

も、いかにやっぱり情報化推進する中で、か

なり住民のデータなんかも共有されていくん

だと思うんですけれども、個人情報を守るの

かというようなところでのルールづくりが必

要ではないかと。ここで、ちょっとあんまり

そういう情報保護のルールづくりについての

言及がないものですから、その点について

も、しっかり深められるべきじゃないかと思

うんですけれども、いかがでしょうか。 

 

〇椎場情報政策課長 情報政策課でございま

す。 

 個人情報の保護につきましては、今行政の

デジタル化ということで、国のほうでも個人

情報保護法を含め、どういった形で保護して

いくかというような議論が進められておりま

す。 

 県におきましても、いわゆる個人情報保護

条例を所管しております県政情報文書課とも

連携しながら、必要な対策をしっかり取って

いきたいというふうに思っておるところでご

ざいます。 

 

〇山本伸裕委員 ＥＵなんかでは具体的にプ

ロファイリングの規制とか、そういった具体

的なルールづくりなんかもやられています

し、住民の不利益にならないような、やっぱ

りそういう仕組みづくりというか、そういう

ところもぜひ具体的に深めていただければ

と。 

 もう１点、委員長よろしいですか。 

 

〇増永慎一郎委員長 はい。 

 

〇山本伸裕委員 ４番の豪雨災害の復旧・復

興プランなんですけれども、復旧・復興プラ

ンの私、一番、尊重しなければならない問題

は、住民の意見、意向を積極的に反映させて

いくというような問題ではないかと思うんで

すけれども、これはどういうふうに復旧・復

興プランを、今後もその見直しを行っていく

というようなお話だったんですけれども、そ

の際に、特に住民の意見をどう取り入れてい

くのかというようなことについてお尋ねした

いと思います。 

 

〇福原政策監 球磨川流域復興局でございま

す。 

 プランのほうにつきましては、先般公表さ

せていただいたわけですが、すぐさま市町村

の議会のほうにも御説明に上がっておる最中

でございます。今もその最中です。 

 そういう中で、いろんな議会の方からも、

今後変えていけというようなお話が当然上が

ってくると思いますし、今被災された八代・

坂本をはじめ球磨村のほうでもプランの策定

作業が進んでおります。芦北はもう既にでき

ておりますが、そういう中でいろんな県のプ

ランとの整合性とか、村独自のプランとの整

合性も出てまいりますので、村の座談会とか

でもそういう市町村のほうが意見を酌み上げ

られると思いますので、そういうのと併せて

今後改定していきたいと考えております。 

 

〇山本伸裕委員 いろんな分野でいろんな問

題で、また、例えば、子供の問題であるとか

地域の問題であるとか、やっぱり治水の問題

であるとか、その段階、段階で新たな問題な

んかも発生してくる可能性もありますし、常

にやっぱり住民の要望、意向なんかを尊重す

るような形で、柔軟に復旧・復興プランを見
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直し、あるいは充実させていくというような

ことでお願いしたいと思います。 

 

〇福原政策監 今現在も各市町村に担当職員

を張りつけておりまして、市町村でございま

す夜の座談会とか復旧・復興のプランづくり

の策定の中にも入り込んでおります。 

 そこで、住民の方から、当然、今これが困

っているとかというお話が出てまいりますの

で、そういう部分につきましては、改定を待

たずに、県庁のほうにも関係部局が多くござ

いますので、すぐつないで対応をお願いして

いる状況でございます。 

 以上でございます。 

 

〇増永慎一郎委員長 よろしいですか。 

 ほかにありませんか。 

 

〇西聖一委員 ４番目の復旧・復興プランの

件で、４ページに絵が描いてあって、すごく

夢があって、これで反対する人、もう多分い

ないと思うんですけれども、やっぱり行政と

しては執行機関なので、具体的なロードマッ

プであったり、投資効果とか採点とか、予算

とかをまた裏づけしていかなくちゃいけない

と思うんですね。知事の４か年計画にして

も、やっぱり目標年度、目標達成率とかそう

いうのを掲げているわけですけれども、この

ニューディール計画については、そういう考

えは今お持ちなのかどうかだけお尋ねしたい

と思います。 

 

〇福原政策監 喫緊の課題として、当面５年

間のほうで着手できるものは着手していこう

ということを考えています。まずはですね。 

３ページの将来的なものにつきましては、

まず夢を書かせていただきました。今の現実

に直面されまして、将来やはり少しでも夢の

ある、この地域で住み続けたい、戻ってきた

いという思いをどうしたら具現化していける

かというような思いを寄せ集めたところでご

ざいます。 

当然、復旧、復興に向けた部分では、県だ

けではできない部分もございますし、民間の

方に御協力いただかなければならない部分も

出てまいりますので、そこはしっかり協力を

させていただきながら、また、国のほうにも

予算等々いろいろお願いすることも出てくる

かと思いますので、しっかり要望していきた

いと考えております。 

 

〇西聖一委員 了解しました。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかにございません

か。 

 

〇坂田孝志委員 緑のプランですか、ニュー

ディール政策。短い期間に本当に夢を描ける

ような計画をつくっていただいたなと、その

努力を多といたしたいと思います。県だけで

はとてもできませんから、無論、国や県、市

町村、流域の方々と連携を取りながらスピー

ド感を持って積極的に取り組まれることを強

く期待をいたしております。よくぞ本当にこ

の短い期間に、これだけのものを仕上げたと

いうのは、よく頑張ったなと思っております

ので、また、このことも流域の市町村に周知

していただいて、タッグを組んで、流域市町

村のそのまた計画があるですから、そことよ

く調整を図りながら大いに進めていただきた

いと願っております。 

 

〇福原政策監 どうもありがとうございま

す。 

 引き続き、県議会からの御支援もよろしく

お願いいたします。ありがとうございます。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

 

〇吉永和世委員 私からも、今坂田先生おっ
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しゃいましたが、短い期間の中でこの復旧・

復興プランをつくっていただいたことを心か

ら感謝申し上げたいと思います。 

 これからまた復旧、復興という形で進んで

いくんだと思いますが、現状の河川とかそう

いった部分においては、治水安全度というの

はかなり低くなってきているということで、

来年の雨季を考えると、これはもう緊急的に

取り組まなくちゃいけないというふうな状況

だというふうに思います。 

 被災地においては、やはり住民からも要望

があっていると思いますが、河床掘削とかそ

ういったものが第一。 

 その河床掘削の中で、河川に重機が入るだ

けで相当安心されるんだろうというふうに思

いますので、そういった点は、早急にやっぱ

り取り組んでいく必要があるんだろうという

ふうに思いますので、ぜひもう雨季を考える

と、そんなに時間があるわけではないので、

できるだけ対応いただくようにお願いをした

いというふうに思います。要望でいいです。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

 

〇荒川知章委員 先ほどの復旧・復興プラン

の一番最後の４ページの球磨川流域グリーン

ニューディール、このすばらしい、これから

の復旧、復興に向けてのまちづくりで、大変

すばらしいことだと思うんですけれども、一

般質問でもさせてもらいましたけれども、こ

の絵を見るともう球磨川流域がメインになっ

ていまして、芦北、水俣もこういう形で復

旧、復興をぜひよろしくお願いしたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

 

〇福原政策監 当然、芦北、津奈木のほうも

対象としておりますので、このページではち

ょっとすみません、うたせ船とかで表現させ

ていただいております。しっかり頑張ってい

きたいと思っておりますので、よろしくお願

いいたします。 

 

〇増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 なければ、以上で質疑

を終了します。 

 ここで私のほうから１つ御提案がありま

す。 

 さらなる委員会活動の活性化に向けた取組

の一つとして、平成27年度から常任委員会ご

とに１年間の常任委員会の取組の成果を２月

定例会終了後に県議会のホームページで公表

することとしております。 

 ついては、これまで各委員から提起された

要望、提案等の中から、執行部において取組

の進んだ項目について、私と副委員長で取組

の成果案を取りまとめた上で、２月定例会の

委員会で委員の皆様へお示しし、審議してい

ただきたいと考えておりますが、よろしいで

しょうか。 

  （「はい、よろしくお願いします」と呼

ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 では、そのように取り

計らいます。 

 次に、その他に入りますが、本日は出席職

員を限定しておりますので、この場でお答え

できない内容につきましては、後日、文書に

て回答させていただきたいと思います。 

 それでは、委員の皆様方からその他で何か

ございませんでしょうか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

〇増永慎一郎委員長 なければ、以上で本日

の議題は全て終了いたしました。 

 最後に、陳情書等が６件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして第７回総務常

任委員会を閉会いたします。お疲れさまでご

ざいました。 

  午前11時40分閉会 
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